
1.ﾠはじめに
本連載では、企業会計基準第29号「収益認識に関す
る会計基準」（以下「収益認識会計基準」という。）及び
企業会計基準適用指針第30号「収益認識に関する会計
基準の適用指針」（以下「収益認識適用指針」という。
また収益認識会計基準とあわせて「収益認識会計基準
等」という。）に関連する2022年3月末の決算の連結計
算書類の開示の事例分析を行った。
第3回の本稿では、収益認識に関する注記の事例分析
について紹介する。
なお、本稿は有限責任監査法人トーマツ『会社法計算
書類作成ハンドブック（第17版）』（2023年3月発売予
定）第1章Ⅱを基に執筆している。
また、本文中の参照法令等は以下の略称を使用してい
る。
本文中法令等 参照法令等（かっこ内）
会社法第12条第1項第4号 （会社法12Ⅰ④）
会社法施行規則第11条第1項第2号 （会施規11Ⅰ②）
会社計算規則第10条第1項第2号 （会計規10Ⅰ②）

2.ﾠ分析対象会社
次の条件で分析対象会社（計97社）を選定した。

（ⅰ）　日本経済新聞社が「日経平均株価 構成銘柄選
定基準（2022年4月4日適用）」により選定した日
経平均株価（※）の構成銘柄に含まれている。

（ⅱ）　日本基準を採用している。
（ⅲ）　決算日が3月31日である。
（ⅳ）　東京証券取引所の業種区分が金融・保険業（銀
行業、証券、商品先物取引業、保険業、その他金融
業）ではない。

　　なお、調査にあたっては、連結計算書類の分析を
行った。ただし、本稿の分析（4．開示事例分析（4）
収益認識に関する注記（連結財務諸表と連結計算書
類との比較））では有価証券報告書における連結財
務諸表と連結計算書類を比較している。

（※）日経平均株価は、日本経済新聞社が「ダウ式平
均」によって算出する指数である。基本的には225
銘柄の株価の平均値だが、分母（除数）の修正など

で株式分割や銘柄入れ替えなど市況変動以外の要因
を除去して指数値の連続性が保たれている。指数算
出の対象となる225銘柄は東京証券取引所プライム
市場から流動性・業種セクターのバランスを考慮し
て選択されている。

3.ﾠ 会計基準等の要求事項の整理（収益認
識に関する注記）

（1）　収益認識会計基準等
収益認識に関する注記は、顧客との契約から生じる収

益及びキャッシュ・フローの性質、金額、時期及び不確
実性を財務諸表利用者が理解できるようにするための十
分な情報を開示する（収益認識会計基準第80-4項）。
また、この開示目的を達成するため、収益認識に関す

る注記として、次の項目を注記する（収益認識会計基準
第80-5項）。
（ⅰ）　収益の分解情報
（ⅱ）　収益を理解するための基礎となる情報
（ⅲ）　 当期及び翌期以降の収益の金額を理解するため

の情報
収益認識に関する注記は、「収益の分解情報」、「収益

を理解するための基礎となる情報」及び「当期及び翌期
以降の収益の金額を理解するための情報」の各事項の具
体的な内容について、収益認識会計基準第80-10項から
第80-24項において、詳細な定めを置いている。

（2）　会社計算規則
収益認識会計基準等の「収益認識に関する注記」で

は、「収益の分解情報」、「収益を理解するための基礎と
なる情報」及び「当期及び翌期以降の収益の金額を理解
するための情報」の各項目の具体的な内容について詳細
に定められている一方で、会社計算規則第115条の2は、
「収益認識に関する注記」が概括的に規定されている。
法務省は、会社計算規則「収益認識に関する注記」に

ついて、同省の考え方を以下のように説明している
（「「会社計算規則の一部を改正する省令案」に関する意
見募集の結果について」の「結果概要別紙」（2020年8
月12日公表））。

●　会社法は、株式会社の定時株主総会は、毎事業年
度の終了後一定の時期に招集しなければならないと
規定しているが（会社法296Ⅰ）、事業年度の終了
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後3か月以内に定時株主総会を開催することを求め
ているわけではない。むしろ、充実した内容の計算
書類を作成するとともに適切な監査を行うことがで
きるだけの十分な期間が確保されるように、定時株
主総会の議決権の基準日や定時株主総会までのスケ
ジュールを設定することが望ましいと考えられる。
もとより、会社法及び関係省令が定める利害関係者
に対する情報開示に関する規定は、定款において定
時株主総会の議決権の基準日を事業年度の末日とす
ることを前提として「必要最低限の開示」を求める
ものではない。

●　収益認識会計基準等においては、「収益の分解情
報」、「収益を理解するための基礎となる情報」及び
「当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための
情報」の各事項の具体的な内容について詳細な定め
が置かれているが、他方で、これらの注記事項は、
最低限の注記のチェックリストとして用いられるこ
とを意図したものではないとされ（収益認識会計基
準第167項）、これらの注記事項のうち、開示目的
に照らして重要性に乏しいと認められる事項につい
ては、記載しないことができることとされている
（収益認識会計基準第80-5項）。これに加えて、会
社計算規則は、有価証券報告書を提出する会社のみ
を対象としているものではないことや、有価証券報
告書に加え、会社法上の計算書類においても当該事
項の注記を求められることによる実務上の負担等も
考慮し、本省令においては、各株式会社の実情に応
じて必要な限度での開示を可能とするため、上記の
収益認識に関する注記の内容は、収益認識会計基準
等における定めとは異なり、概括的に定めることと
している。したがって、収益認識会計基準等におい
て具体的に規定された事項であったとしても、各株
式会社の実情を踏まえ、計算書類においては当該事
項の注記を要しないと合理的に判断される場合に
は、計算書類において当該事項について注記しない
ことも許容されると考えられる。

●　他方で、当該事項の注記の要否は、各株式会社に
おいて、その実情を踏まえ、個別に判断されるべき
ものであるから、そのような判断を要せずに画一的
に、収益認識会計基準等において注記を求められる
事項の一部について、注記を要しないものとする規
定等は設けないこととしている。また、株式会社の
会計は、一般に公正妥当と認められる企業会計の慣
行に従うものとすることとされている（会社法
431）ところ、収益認識会計基準等は、IFRS第15
号の注記事項が国際的に有用と考えられる項目とし
て各国において開示されていることを踏まえると、
財務諸表作成者に生ずる負担を考慮しても、その定
めを基本的に全て取り入れることが相当であるとい
う方針の下で定められている。このことも踏まえる
と、会社計算規則において、収益認識会計基準等に
おいて注記が求められている項目自体を修正等する

ことは相当でない。
●　もっとも、会社法第115条の2第1項所定の注記
は、収益認識会計基準等を適用する株式会社を対象
とするものであり、必ずしも全ての株式会社を対象
とするものではなく、また、前記のとおり、収益認
識会計基準等において具体的に規定された事項であ
っても、各株式会社の実情を踏まえ、当該事項の注
記を要しないと合理的に判断される場合には、計算
書類において当該事項について注記しないことも許
容されると考えられるが、これらを踏まえても、特
に、同項第1号及び第3号に掲げる事項の注記を求
めることについては、有価証券報告書を提出しなけ
ればならない株式会社以外の株式会社に過大な負担
となるおそれがあるという御意見が比較的多く寄せ
られたこと等を踏まえ、原案を修正し、会社法第
444条第3項に規定する株式会社以外の株式会社に
あっては、会社法第115条の2第1項第1号及び第3
号に掲げる事項を省略することができることとした。

また、会社計算規則「第115条の2第1項の規定によ
り注記すべき事項の範囲」について、同省の考え方を以
下のように説明している。

●　前記のとおり、収益認識会計基準等においては、
「収益の分解情報」、「収益を理解するための基礎と
なる情報」及び「当期及び翌期以降の収益の金額を
理解するための情報」の各事項の具体的な内容につ
いて詳細な定めが置かれているが、他方で、これら
の注記事項は、最低限の注記のチェックリストとし
て用いられることを意図したものではないとされ
（収益認識会計基準第167項）、これらの注記事項の
うち、開示目的に照らして重要性に乏しいと認めら
れる事項については、記載しないことができること
とされている（収益認識会計基準第80-5項）。

●　これに加え、会社計算規則は、有価証券報告書を
提出する会社のみを対象としているものではないこ
とや、有価証券報告書に加え、会社法上の計算書類
においても当該事項の注記を求められることによる
実務上の負担等も考慮し、本省令においては、各株
式会社の実情に応じて必要な限度での開示を可能と
するため、上記の収益認識に関する注記の内容は、
収益認識会計基準等における定めとは異なり、概括
的に定めることとしている。したがって、収益認識
会計基準等において具体的に規定された事項であっ
たとしても、各株式会社の実情を踏まえ、計算書類
においては当該事項の注記を要しないと合理的に判
断される場合には、計算書類において当該事項につ
いて注記しないことも許容されると考えられる。

会社計算規則
（収益認識に関する注記）
第115条の2
　収益認識に関する注記は、会社が顧客との契約に
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基づく義務の履行の状況に応じて当該契約から生ず
る収益を認識する場合における次に掲げる事項（重
要性の乏しいものを除く。）とする。ただし、法第
四百四十四条第三項に規定する株式会社以外の株式
会社にあっては、第一号及び第三号に掲げる事項を
省略することができる。
　一　 当該事業年度に認識した収益を、収益及びキ

ャッシュ・フローの性質、金額、時期及び不
確実性に影響を及ぼす主要な要因に基づいて
区分をした場合における当該区分ごとの収益
の額その他の事項

　二　 収益を理解するための基礎となる情報
　三　 当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金

額を理解するための情報
2　前項に掲げる事項が第百一条の規定により注記
すべき事項と同一であるときは、同項の規定による
当該事項の注記を要しない。
3　連結計算書類を作成する株式会社は、個別注記
表における第一項（第二号を除く。）の注記を要し
ない。
4　個別注記表に注記すべき事項（第一項第二号に
掲げる事項に限る。）が連結注記表に注記すべき事
項と同一である場合において、個別注記表にその旨
を注記するときは、個別注記表における当該事項の
注記を要しない。

4.ﾠ開示事例分析
（1）　収益の分解情報
当期に認識した顧客との契約から生じる収益は、収益
及びキャッシュ・フローの性質、金額、時期及び不確実
性に影響を及ぼす主要な要因に基づく区分に分解して注
記する（収益認識会計基準第80-10項）。収益を分解す
る程度については、企業の実態に即した事実及び状況に
応じて決定する。その結果、複数の区分に分解する必要
がある企業もあれば、単一の区分のみで足りる企業もあ
る（収益認識適用指針106-3項）。また、収益の分解情
報と、セグメント情報等会計基準に従って各報告セグメ
ントについて開示する売上高との間の関係を財務諸表利
用者が理解できるようにするための十分な情報を注記す

る（収益認識会計基準第80-11項）。
なお、収益の分解に用いる区分を検討する際に、次の

ような情報において、企業の収益に関する情報が他の目
的でどのように開示されているのかを考慮する（収益認
識適用指針第106-4項）。
（ⅰ）　 財務諸表外で開示している情報（例えば、決算

発表資料、年次報告書、投資家向けの説明資
料）

（ⅱ）　 最高経営意思決定機関が事業セグメントに関す
る業績評価を行うために定期的に検討している
情報

（ⅲ）　 他の情報のうち、上記（ⅰ）及び（ⅱ）で識別
された情報に類似し、企業又は企業の財務諸表
利用者が、企業の資源配分の意思決定又は業績
評価を行うために使用する情報

また、収益認識適用指針第106-5項では、収益を分解
するための区分の例として次のものが挙げられている。
（ⅰ）　 財又はサービスの種類（例えば、主要な製品ラ

イン）
（ⅱ）　地理的区分（例えば、国又は地域）
（ⅲ）　 市場又は顧客の種類（例えば、政府と政府以外

の顧客）
（ⅳ）　 契約の種類（例えば、固定価格と実費精算契

約）
（ⅴ）　 契約期間（例えば、短期契約と長期契約）
（ⅵ）　 財又はサービスの移転の時期（例えば、一時点

で顧客に移転される財又はサービスから生じる
収益と一定の期間にわたり移転される財又はサ
ービスから生じる収益）

（ⅶ）　 販売経路（例えば、消費者に直接販売される財
と仲介業者を通じて販売される財）

分解情報の開示区分を調査したところ、分析対象会社
における開示の状況は、（ⅰ）財またはサービスの種類、
（ⅱ）地理的区分で開示している会社が多く、その他、
（ⅲ）市場または顧客の種類、（ⅵ）財またはサービスの
移転の時期の開示が行われている会社も見受けられた。
上記単一の区分での開示のほか、複数の区分での開示を
行っている会社も多数見受けられた。
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収益認識に関する注記は、財務諸表利用者の理解が困
難となるような体系で記載されることは想定されず、収
益認識に関する注記の開示目的に照らして、企業の収益
及びキャッシュ・フローを理解するために適切であると
考えられる方法で注記を記載することが考えられる。例
えば、収益の分解情報の区分に関連付けて、履行義務に

関する情報等の必要な項目を記載することが考えられる
（収益認識会計基準第170項）。
収益の分解情報の区分と、重要な会計方針の注記（会

計規101Ⅱ）の整合性を調査したところ、分析対象会社
における開示の状況は、概ね整合している状況であっ
た。

9.　収益認識に関する注記
　（1）　顧客との契約から生じる収益を分解した情報
　当社グループの主たる地域別、収益認識の時期別の収益の分解と主たる製品及びサービスとの関連は次のと
おりであります。

（単位:百万円）
報告セグメント その他

（注）1
合計

（注）2水産資源 加工 物流 計
主要な財又は
サービスのライン
　魚介類 466,691 22,290 - 488,982 3 488,986
　加工食品 21,164 64,404 - 85,569 11 85,581
　冷凍食品 13,208 137,943 - 151,152 2 151,155
　畜産物 373 71,094 - 71,468 - 71,468
　ペットフード 25,660 - - 25,660 11,054 36,715
　保管・凍結・運送 782 112 14,625 15,520 1,917 17,437
　その他 14,769 131 - 14,901 457 15,359
外部顧客への売上高 542,651 295,976 14,625 853,253 13,448 866,702
主たる地域市場
　日本 386,950 291,875 14,625 693,451 12,638 706,089
　北米 42,039 347 - 42,386 - 42,386
　ヨーロッパ 56,019 22 - 56,041 0 56,042
　アジア 40,290 3,731 - 44,021 809 44,830
　その他 17,352 - - 17,352 - 17,352
外部願客への売上高 542,651 295,976 14,625 853,253 13,448 866,702
収益の認識時期
　一時点で移転される財 541,392 295,864 - 837,257 11,089 848,346
　一定の期間にわたり
　移転されるサービス 1,259 112 14,625 15,996 2,359 18,356
外部願客への売上高 542,651 295,976 14,625 853,253 13,448 866,702

（注）1.　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、飼料等の保管業、海運業、不動産業及びペット
フードの製造販売業等を含んでおります。

　　ﾠ2.　連結損益計算書に計上されている「売上高」866,702百万円は、主に「顧客との契約から認識した収益」です。それ以外
の源泉から認識した収益は主に不動産賃借等に係るものであり、その額に重要性がないため、顧客との契約から生じる収益
を分解した情報に含めて開示しております。

<事例①>（ⅰ）財又はサービスの種類、（ⅱ）地理的区分、及び（ⅵ）財又はサービスの移転の時期を開示区分と
している事例
 マルハニチロ㈱　2022年3月期
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（2）　収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約が、財務諸表に表示している項目又は収
益認識に関する注記における他の注記事項とどのように
関連しているのかを示す基礎となる情報として、次の事
項を注記する(収益認識会計基準第80-12項)。
（ⅰ）　契約及び履行義務に関する情報
（ⅱ）　取引価格の算定に関する情報
（ⅲ）　履行義務への配分額の算定に関する情報
（ⅳ）　履行義務の充足時点に関する情報
（ⅴ）　本会計基準の適用における重要な判断

上記事項については、収益認識会計基準第80-13項か
ら第80-19項において、詳細な定めを置いているが、収
益認識会計基準第80-2項及び第80-3項に従って重要な
会計方針として注記している内容は、収益認識に関する
注記として記載しないことができる(収益認識会計基準
第80-8項)。
収益を理解するための基礎となる情報の記載場所を調

査したところ、重要な会計方針の注記に記載し、当該記
載を参照している会社が多く見受けられた。

会計方針に関する事項
（4）　重要な収益及び費用の計上基準
　①製品の販売
　　 　ソリューションシステム事業及びコンポーネント&プラットフォーム事業における製品の販売について
は、顧客との契約等に基づき、顧客側で製品の検収が行われる場合には顧客の検収完了時点、検収が行わ
れない場合には製品を顧客に引き渡した時点で収益を認識しております。

　②役務の提供
　　 　ソリューションシステム事業及びコンポーネント&プラットフォーム事業における役務の提供について
は、役務の提供に応じて収益を認識しておりますが、定期保守契約のように契約期間にわたり役務を提供
する場合には、経過期間に基づき収益を認識しております。

　　 　なお、主としてソリューションシステム事業における請負製造や社会インフラ系の工事については、一
定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識して
おります。進捗度の測定は、期末までに発生した工事原価が、予想される工事原価の総額に占める割合に
基づいて行っております。

収益認識に関する注記
　1.　顧客との契約から生じる収益を分解した情報
 （単位:百万円）

報告セグメント その他
（注） 合計ソリューション

システム
コンポーネント&
プラットフォーム 計

<売上高の内訳>
顧客との契約から生じる収益 162,624 186,041 348,666 423 349,090
その他の収益 20 2,954 2,974 - 2,974
　売上高合計 162,645 188,995 351,641 423 352,064
<地理的市場>
顧客との契約から生じる収益
　日本 162,610 131,175 293,785 423 294,209
　北米 - 8,144 8,144 - 8,144
　中南米 - 2,093 2,093 - 2,093
　欧州 8 24,377 24,386 - 24,386
　中国 6 5,393 5,400 - 5,400
　その他 - 14,855 14,855 - 14,855
その他の収益
　日本 20 2,954 2,974 - 2,974
<収益認識の時期>
顧客との契約から生じる収益
　一時点で認識される収益 45,747 145,443 191,190 396 191,587
　一定の期間にわたり認識される収益 116,877 40,598 157,475 27 157,502

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業であり、用役提供、その他機器商品の製造及び販売を行っております。

履行義務に関する情報の説明において、収益の分解情報（セグメ
ント、収益認識の時期別）が理解できるように記載している。

地理的市場、収益認識の時期別に分解した情報と各報告セグメン
トの収益情報との関係を理解できるように記載している。

<事例②>収益の分解情報と重要な会計方針の注記が整合している事例
 沖電気工業㈱　2022年3月期
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（3）　当期及び翌期以降の収益の金額を理解す
るための情報

①　契約資産及び契約負債の残高等
履行義務の充足とキャッシュ・フローの関係を理解で
きるよう、次の事項を注記する。（収益認識会計基準第
80-20項）
（ⅰ）　 顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契

約負債の期首残高及び期末残高（区分して表示
していない場合）（収益認識会計基準第79項な
お書き）

（ⅱ）　 当期に認識した収益の額のうち期首現在の契約
負債残高に含まれていた額

（ⅲ）　 当期中の契約資産及び契約負債の残高の重要な
変動がある場合のその内容

（ⅳ）　 履行義務の充足の時期（収益認識会計基準第
80-18項（1））が通常の支払時期（収益認識会
計基準第80-13項（2））にどのように関連する
のか並びにそれらの要因が契約資産及び契約負
債の残高に与える影響の説明

また、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履
行義務から、当期に認識した収益（例えば、取引価格の
変動）がある場合には、当該金額を注記する。

収益認識会計基準第80-20項（1）から（4）に定める契
約資産及び契約負債の残高等の注記調査したところ、分
析対象会社における開示の状況は以下のとおりであっ
た。

一部又は全部を注記 83社
注記していない 14社

また、当期中の契約資産及び契約負債の残高の重要な
変動がある場合（収益認識会計基準第80-20項（3））の
内容について、重要な変動がある場合のその内容を注記
しているかを調査したところ、分析対象会社における開
示の状況は以下のとおりであった。

内容につい
て影響額と
ともに注記
している

内容につい
て注記して
いる

注記して
いない

「当期中の契約資産及
び契約負債の残高の重
要な変動がある場合の
その内容」の注記の有
無及び内容

2社 6社 75社

②　残存履行義務に配分した取引価格
既存の契約から翌期以降に認識することが見込まれる
収益の金額及び時期について理解できるよう、残存履行
義務に関して次の事項を注記する（収益認識会計基準第
80-21項）。
（ⅰ）　 当期末時点で未充足（又は部分的に未充足）の

履行義務に配分した取引価格の総額

（ⅱ）　 （ⅰ）に従って注記した金額を、企業がいつ収
益として認識すると見込んでいるのか、次のい
ずれかの方法により注記する。

　　　・ 残存履行義務の残存期間に最も適した期間に
よる定量的情報を使用した方法

　　　・ 定性的情報を使用した方法

残存履行義務に関して、残存履行義務の残存期間に最
も適した期間による定量的情報を使用した方法又は定性
的情報を使用した方法のいずれを適用しているかを調査
したところ、分析対象会社における開示の状況は以下の
とおりであった。

残存履行義務の残存期間に最も適した期間による
定量的情報を使用した方法（*1）

31社

定性的情報を使用した方法（*2） 22社
記載していない（*3） 44社

*1： 残存履行義務について、年数で区切って収益として認識する
額を記載する事例、1年以内のものは実務上の便法（収益認識
会計基準第80-22項（1））を適用している旨を記載している事
例が見られた。

*2： 収益の分解情報の区分と関連付けて、残存履行義務の残存期
間の最長期間を記載している事例が見られた。

*3： 1年を超える重要な取引がない旨を記載している事例が見られ
た。

なお、以下のいずれかの条件に該当する場合には、残
存履行義務の注記に含めないことができるとする、実務上
の便法が認められている（収益認識会計基準第80-22項）。
（ⅰ）　 履行義務が、当初に予想される契約期間が1年

以内の契約の一部である。
（ⅱ）　 履行義務の充足から生じる収益を収益認識適用

指針第19項（※）に従って認識している。
（ⅲ）　次のいずれかの条件を満たす変動対価である。
　　　・ 売上高又は使用量に基づくロイヤルティ
　　　・ 収益認識会計基準第72項の要件に従って、

完全に未充足の履行義務（あるいは収益認識
会計基準第32項（2）に従って識別された単一
の履行義務に含まれる1つの別個の財又はサ
ービスのうち、完全に未充足の財又はサービ
ス）に配分される変動対価

（※） 収益認識適用指針第19項においては、履行義務の
充足に係る進捗度としてアウトプット法による場合
について、「提供したサービスの時間に基づき固定
額を請求する契約等、現在までに企業の履行が完
了した部分に対する顧客にとっての価値に直接対
応する対価の額を顧客から受け取る権利を有して
いる場合には、請求する権利を有している金額で
収益を認識することができる。」と定められている。

実務上の便法の適用状況を調査したところ、分析対象
会社における開示の状況は以下のとおりであった。
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実務上の便法を適用し、当初に予想される契約期間
が1年以内の契約の一部である履行義務について、
残存履行義務に関する注記に含めていない旨（収益
認識会計基準第80-22項（1））が記載されている

60社

実務上の便法を適用し、収益認識適用指針第19項で
容認されている定めを適用している履行義務につい
て、残存履行義務に関する注記に含めていない旨
（収益認識会計基準第80-22項（2））が記載されてい
る

9社

実務上の便法を適用し、売上高又は使用量に基づ
くロイヤルティについて、残存履行義務に関する
注記に含めていない旨（収益認識会計基準第80-22
項（3）①）が記載されている

2社

実務上の便法を適用し、収益認識会計基準第72項
の要件に従って、完全に未充足の履行義務（ある
いは収益認識会計基準第32項(2)に従って識別され
た単一の履行義務に含まれる1つの別個の財又はサ
ービスのうち、完全に未充足の財又はサービス）
に配分される変動対価について、残存履行義務に
関する注記に含めていない旨（収益認識会計基準
第80-22項（3）②）が記載されている

1社

実務上の便法を適用していない（記載していない） 35社

※なお、複数の区分での開示を行っている場合には、そ
れぞれ1社とカウントしていることから、上記合計と
分析対象会社の社数（97社）は一致しない。
＜事例③＞実務上の便法（収益認識会計基準第80-22項
（1））を適用している事例
 川崎重工業㈱　2022年3月期

（2）　残存履行義務に配分した取引価格
　残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益
の認識が見込まれる期間は、以下のとおりです。な
お、当社グループは実務上の便法を適用し、当初に
予想される契約期間が1年以内の契約について注記
の対象に含めていません。また、顧客との契約から
生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要
な変動対価の額等はありません。
 （単位　百万円）

航空宇宙
システム 車両

エネルギー
ソリューション
＆マリン

合計

1年以内 88,416 87,812 87,776 264,005
1年超2年以内 65,859 22,961 49,124 137,944
2年超3年以内 52,630 16,274 35,753 104,658
3年超4年以内 18,045 9,956 20,332 48,334
4年超5年以内 - - 11,519 11,519
5年超10年以内 - - 37,797 37,797
10年超 - - 14,651 14,651
合計 224,951 137,004 256,955 618,911

（注） 「精密機械・ロボット」、「モーターサイクル＆エンジン」、
「その他事業」の履行義務は主に一時点で充足されるた
め記載していません。

＜事例④＞実務上の便法（収益認識会計基準第80ｰ22
項(1)及び第80-22項（3）①）を適用している事例
 UBE㈱　2022年3月期

（2）　残存履行義務に配分した取引価格
　当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分し
た取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用
し、当初に予想される契約期間が1年以内の契約及
び知的財産のライセンス契約のうち売上高又は使用
量に基づくロイヤルティについては、注記の対象に
含めていない。残存履行義務に配分した取引価格の
総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のと
おりである。
 （単位：百万円）

残存履行義務に配分した
取引価格

1年以内 31,916
1年超2年以内 1,268
2年超3年以内 2,128
3年超 9

合計 35,321

（注） 上記の金額には、主にナイロン・ファイン事業に関連す
るライセンス契約のうち、固定金額のロイヤルティを含
めている。また、医薬事業におけるライセンス契約のう
ち、売上高又は使用量に基づくロイヤルティについては
注記の対象に含めていない。なお、当該ロイヤルティの
うち、ほとんどすべてが13年以内に収益として認識さ
れると見込んでいる。

（4）　連結財務諸表と連結計算書類との比較
「3．会計基準等の要求事項の整理（2）会社計算規則」
に記載の通り、「当該事業年度に認識した収益を、収益
及びキャッシュ・フローの性質、金額、時期及び不確実
性に影響を及ぼす主要な要因に基づいて区分をした場合
における当該区分ごとの収益の額その他の事項」（会計
規115の2Ⅰ①）、「収益を理解するための基礎となる情
報」（会計規115の2Ⅰ②）、「当該事業年度及び翌事業
年度以降の収益の金額を理解するための情報」（会計規
115の2Ⅰ③）の注記は、実務上の負担等も考慮し、収
益認識会計基準等において具体的に定められた事項であ
っても省略が認められている。
有価証券報告書における連結財務諸表と連結計算書類

の記載内容の整合性について開示状況を調査したとこ
ろ、分析対象会社における開示の状況は以下のとおりで
あった。

有価証券報告書における
連結財務諸表と同等の
記載をしている

連結計算書類において
注記を省略している

開示状況 67 社 30社

また、連結計算書類において注記を省略している会社
（30社）について、省略した注記を調査したところ、以
下の通りであった。
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会社計算規則第115条の2第1項第1号の注記（当該
事業年度に認識した収益を、収益及びキャッシュ・
フローの性質、金額、時期及び不確実性に影響を及
ぼす主要な要因に基づいて区分をした場合における
当該区分ごとの収益の額その他の事項）の一部又は
全部を省略

10社

会社計算規則第115条の2第1項第2号の注記（収益を理
解するための基礎となる情報）の一部又は全部を省略 10社

会社計算規則第115条の2第1項第3号の注記（当該
事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解す
るための情報）の一部又は全部を省略

22社

※ なお、複数の区分での開示を省略している場合には、
それぞれ1社とカウントしていることから、上記合計
と分析対象会社の社数（30社）は一致しない。

5. おわりに
収益認識に関連する会計基準は、これまでに金融庁に

よる重点テーマ審査の対象になっており、令和2年度及
び令和3年度の重点テーマ審査の対象となったIFRS第
15号「顧客との契約から生じる収益」について審査結
果を踏まえた留意すべき事項が公表され、さらに令和4
年度では重点テーマ審査として「収益認識に関する会計
基準」（企業会計基準第29号）について審査されている。
本連載では、収益認識会計基準等に関連する2022年

3月末の決算の連結計算書類の開示の事例分析を行った
が、全体的な開示の充実の流れを踏まえると、どのよう
な事例があるかにかかわらず、収益認識会計基準等につ
いて適用2年目以降に自主的に開示を見直し、より充実
した記載が期待されていることに留意いただきたい。
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